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接合新工法を実現するため，接合部の安全性に関する実験的

検証を行う．様々な接合パターンを再現する要素試験体を試

作し，提案する二次加工法や接着接合による接合部の疲労損

傷・腐食・破壊挙動試験を実施する．これに対して，新たに

必要となるガイドラインや認証試験につながる試験法や評

価技術を検討し，従来試験法と比較・検証を行う．また，新

施工法を取り入れた将来の造船工程について研究する． 
 

4．まとめ 
本稿では，DX 造船所の実現として当所のデジタルシップ

ヤード構想について説明し，それに関連するこれまでの研究

とこれからの研究について紹介した．デジタルシップヤード

では，全てを数値的に計画し，数値的に管理することによっ

て，造船所の工数削減，製造リードタイムの短縮，構内スペ

ースの削減を行い，製品開発における納期／品質／コストを

計画通り達成する． 
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1．はじめに 

わが国における社会情勢は刻々と変化している．人口減少

による労働力不足や自然災害の頻発等，多くの制約のもとで

最大限の資源を活用することが求められている．令和 4 年 6
月に閣議決定された「新しい資本主義のグランドデザイン及

び実行計画」では，AI 技術を基にした実践・試行錯誤の蓄積

が重要とされ，民間企業による実践を通じた積極的な技術情

報の提供が求められている．特に，交通分野におけるデジタ

ル化・データ融合の影響は，新しい交通インフラの創出，既

存インフラの運営・改善など，輸送の多くの部分で関わって

いる．デジタル化の基盤となるデータは，社会・産業に対し

て欠かせないインフラの一つとなっており，このデータを用

いた個々の利用者の多様なニーズに，よりきめ細やかに対応

した情報提供サービスの充実を行っていく必要がある． 
本報告では，はじめに 2022 年度まで実施してきた重点研

究「AI 等による輸送の効率化・最適化・予測等に関する研究」

の中で実施してきた，傷病者輸送シミュレータの開発及び国

際海運・造船予測に関する研究を紹介する．次に 2023 年度か

ら実施する重点研究である「ビッグデータの活用による輸送

システムの高度化に関する研究」についての紹介を行う． 
 

2．AI等による輸送の効率化・最適化・予測等 

に関する研究 

本重点研究は，2016 年度から 2022 年度にかけて，主に複

合一貫輸送に関する研究 1),2),3),4),5)，国際海運・造船予測 6),7) 8),9) 

10),11),12),13)に関する研究，船隊管理システムの開発 14)について

実施してきた．紙面の都合上，各種の研究内容については参

考文献を参照頂きたい．ここでは，傷病者輸送シミュレータ

の開発から 1 件，国際海運・造船予測に関する研究から 2 件

を紹介する． 
 
2．1 傷病者輸送シミュレータの開発 

わが国は災害大国である．近年でいえば，2011 年に発生し

た東日本大震災をはじめ，2016 年熊本地震，2018 年西日本豪

雨など，地震に限らず，水害や台風など多くの災害が起きて

いる．特に被災範囲が複数県に跨がるような広域に及んだ場

合，救援活動には広域的な支援態勢が必要である． 
本研究において開発したシミュレータ 15)は，主に地震災害

を対象に，今後想定される被害をもとに，事前にどのような

ソフトとハードの対策を行えばよいかを明らかにするもの

である．わが国は地震大国であり，巨大地震が起きた場合は，

被災範囲が複数県に跨がり，救援活動には広域的な支援態勢

が必要になる．シミュレータは，各組織が災害・防災対策の

施策を検討している運用方法や被害想定を前提条件として，

被災地域にいる要救助者を，輸送機材によって病院までの輸

送する流れをシミュレーションできるものである．シミュレ

ーション結果をもとに改善案を検討し，再度条件を変更して

輸送性能を評価できるものである．シミュレータはクラウド

上に実装（図-1）し，通行速度の変化，通行止めの設定，追

加機材・病院船の投入等による輸送人数の変化を確認するこ

とが可能である．図-2 は，分析結果の一例として，横軸を経

過時間，縦軸が救助率としてシミュレータから出力された結

果をグラフで示したものである．病院が満床になると救助率

が一定となって他の病院への輸送となり，それを繰り返し救

助率が 100％に近づくが，病院が遠くなると輸送に時間がか

かるため救助率の傾きが緩やかになり救助のスピードが落

ちることがグラフよりわかる．本研究は高知県および静岡県

を対象に実施したが，今後は他県での分析も進めていきたい

と考えている． 

 

 

2．2 コンテナ船建造需要量の推計 

造船市場は好不況の変動が激しいため，造船所は造船需要

を予測し，経営戦略を立案することが求められる．既往研究
6)において，バルクキャリア市場等を対象に造船需要の予測

モデルを開発した．しかし，コンテナ市場を対象としたモデ

ルは未だ十分に検討できておらず，コンテナ船市場を対象に

造船需要予測モデルの開発をした． 
モデル構築には，種々の要因が相互に影響する複雑システ

ムのモデル化に有効な System Dynamics（SD）を用いた．開

発したコンテナ船需要予測モデルの全体像を図-3 に示す．な

お，コンテナ船需要予測モデルは以下①~④の 4 つのサブモ

デルにより構成される． 
① 海上荷動き量モデル：コンテナ港湾取扱量，貨物輸送

距離を基にコンテナ貨物の海上荷動き量を算出す

る． 
② 発注モデル：海上荷動き量，船腹量，船速，港湾混雑

率，外部要因発注量，船舶サイズ別発注割合を用いて

船舶サイズ別に新造船の発注量を決定する． 
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図－2 傷病者輸送シミュレータによる分析結果の一例 
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存インフラの運営・改善など，輸送の多くの部分で関わって

いる．デジタル化の基盤となるデータは，社会・産業に対し

て欠かせないインフラの一つとなっており，このデータを用

いた個々の利用者の多様なニーズに，よりきめ細やかに対応

した情報提供サービスの充実を行っていく必要がある． 
本報告では，はじめに 2022 年度まで実施してきた重点研

究「AI 等による輸送の効率化・最適化・予測等に関する研究」

の中で実施してきた，傷病者輸送シミュレータの開発及び国

際海運・造船予測に関する研究を紹介する．次に 2023 年度か

ら実施する重点研究である「ビッグデータの活用による輸送

システムの高度化に関する研究」についての紹介を行う． 
 

2．AI等による輸送の効率化・最適化・予測等 

に関する研究 

本重点研究は，2016 年度から 2022 年度にかけて，主に複

合一貫輸送に関する研究 1),2),3),4),5)，国際海運・造船予測 6),7) 8),9) 

10),11),12),13)に関する研究，船隊管理システムの開発 14)について

実施してきた．紙面の都合上，各種の研究内容については参

考文献を参照頂きたい．ここでは，傷病者輸送シミュレータ

の開発から 1 件，国際海運・造船予測に関する研究から 2 件

を紹介する． 
 
2．1 傷病者輸送シミュレータの開発 

わが国は災害大国である．近年でいえば，2011 年に発生し

た東日本大震災をはじめ，2016 年熊本地震，2018 年西日本豪

雨など，地震に限らず，水害や台風など多くの災害が起きて

いる．特に被災範囲が複数県に跨がるような広域に及んだ場

合，救援活動には広域的な支援態勢が必要である． 
本研究において開発したシミュレータ 15)は，主に地震災害

を対象に，今後想定される被害をもとに，事前にどのような

ソフトとハードの対策を行えばよいかを明らかにするもの

である．わが国は地震大国であり，巨大地震が起きた場合は，

被災範囲が複数県に跨がり，救援活動には広域的な支援態勢

が必要になる．シミュレータは，各組織が災害・防災対策の

施策を検討している運用方法や被害想定を前提条件として，

被災地域にいる要救助者を，輸送機材によって病院までの輸

送する流れをシミュレーションできるものである．シミュレ

ーション結果をもとに改善案を検討し，再度条件を変更して

輸送性能を評価できるものである．シミュレータはクラウド

上に実装（図-1）し，通行速度の変化，通行止めの設定，追

加機材・病院船の投入等による輸送人数の変化を確認するこ

とが可能である．図-2 は，分析結果の一例として，横軸を経

過時間，縦軸が救助率としてシミュレータから出力された結

果をグラフで示したものである．病院が満床になると救助率

が一定となって他の病院への輸送となり，それを繰り返し救

助率が 100％に近づくが，病院が遠くなると輸送に時間がか

かるため救助率の傾きが緩やかになり救助のスピードが落

ちることがグラフよりわかる．本研究は高知県および静岡県

を対象に実施したが，今後は他県での分析も進めていきたい

と考えている． 
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発したコンテナ船需要予測モデルの全体像を図-3 に示す．な

お，コンテナ船需要予測モデルは以下①~④の 4 つのサブモ

デルにより構成される． 
① 海上荷動き量モデル：コンテナ港湾取扱量，貨物輸送

距離を基にコンテナ貨物の海上荷動き量を算出す

る． 
② 発注モデル：海上荷動き量，船腹量，船速，港湾混雑
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③ 建造モデル：手持工事量から竣工量を船舶サイズ別

に算出する．なお，発注された船舶はある建造期間を

経て，海運市場へ投入される． 
④ 廃船モデル：市場の需給バランスを表す輸送効率を

基に廃船量を決定する． 
開発したコンテナ船需要予測モデルを用いて，EEXI に伴

う強制廃船の影響を考慮した将来シミュレーションを実施

した．シミュレーション期間は 2022- 2040 年とする． 

 
(1) シミュレーションの入力シナリオ 
① コンテナ港湾取扱量：年成長率 3.28%と仮定する． 
② 貨物輸送距離：毎月 1.245mile 減少すると仮定する． 
③ 船速：一定(2018-2021 年の平均船速)と仮定する． 
④ 港湾混雑率：2023 年に 2016 年 1 月の実績値になるよ

う 2022 年から線形に補間し，それ以降は一定とする． 
⑤ 船舶サイズ別発注割合：サイズ別に一定と仮定する． 
⑥ 用船料：2025 年まで不況（一定値を下回る）とし，

2025 年以降に回復すると仮定する． 
⑦ EEXI 規制に伴う強制解撤：毎月 20833TEU 解撤する
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した情報提供サービスの充実を行っていく必要がある． 
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の中で実施してきた，傷病者輸送シミュレータの開発及び国

際海運・造船予測に関する研究を紹介する．次に 2023 年度か

ら実施する重点研究である「ビッグデータの活用による輸送

システムの高度化に関する研究」についての紹介を行う． 
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考文献を参照頂きたい．ここでは，傷病者輸送シミュレータ
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2．1 傷病者輸送シミュレータの開発 
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合，救援活動には広域的な支援態勢が必要である． 
本研究において開発したシミュレータ 15)は，主に地震災害
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ソフトとハードの対策を行えばよいかを明らかにするもの
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2．2 コンテナ船建造需要量の推計 
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ルは未だ十分に検討できておらず，コンテナ船市場を対象に

造船需要予測モデルの開発をした． 
モデル構築には，種々の要因が相互に影響する複雑システ

ムのモデル化に有効な System Dynamics（SD）を用いた．開

発したコンテナ船需要予測モデルの全体像を図-3 に示す．な
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③ 建造モデル：手持工事量から竣工量を船舶サイズ別
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とってより良い規制の設計や，代替燃料船導入の道筋を探索

することが可能である． 

 
3．ビッグデータの活用による輸送システムの高度化に関す

る研究 

2023 年度より 7 年計画で実施していく「ビッグデータの活

用による輸送システムの高度化に関する研究」では，2022 年

度まで実施してきた研究開発を踏襲する形で，デジタル化の

基盤となるデータに焦点を当て，輸送システムの高度化に資

するための分析，可視化技術等の開発を行い，国・企業・業

界団体等の経営判断，シナリオ分析や政策立案に活用できる

ような研究を推進していく予定である．本重点研究は，1.ビ
ッグデータと海運・造船に係る評価手法の開発，2.災害時輸

送システムの評価・判断支援手法の開発，3.デジタルツイン

統合システムの研究開発の３つの項目に分けている．各項目

の概要について，以下に述べる． 
 

3．1 ビッグデータと海運・造船に係る評価手法の開発 

ここでは，海運・造船関連におけるデータ融合とモデル化

とシステム設計，AI 等評価手法の実装を行う．AIS や船舶動

静データ，マーケット関連の海運，造船に関わるビッグデー

タを活用した，データ融合と評価手法の実装により，国・企

業・業界団体等におけるシナリオ分析や政策立案への活用を

目標としている．本項目におけるデータ活用のイメージを図

-7 に示す． 
これまでに，データ融合の手法に関連して，AIS 等に基づ

く船舶動静データと貿易統計等に基づく貨物流動データを

AI の手法等で融合する技術を作成した 7), 8)．貿易統計では精

度向上や国際輸送コストの推計手法の開発を行った 9), 10)．こ

れらの個々の手法に関して，AI 実装に向けた手法の改良を行

い，各種データの統合とビックデータの解析を可能とする基

盤構築を目指す．AI の手法は，この他にも AIS 等から将来の

海運市況 11), 12), 13)や船舶動静を予測する手法を作成している．

これらの手法の改善も進めることで，ビックデータの解析技

術の実用化も目指す．また，モデル化とシステム設計に関し

ては，2.2 節，2.3 節に示した通り，国際海運の GHG 削減の

動向や規制の評価手法としての有用性を示している．これら

のモデルとシステムは，今後，外部機関との連携やモデルの

精緻化を通じて，意思決定支援ツールとしての更なる発展を

行い，国・企業・業界団体等での活用を目指す． 
 

3．2 災害時輸送システムの評価・判断支援システムの開発 

ここでは，災害時の輸送に関する評価，判断支援システム

の開発を行う予定である．人の救助および物の輸送に焦点を

当て，人の救助では，水害の孤立者を救助するシミュレータ

の開発を，物の輸送では，支援物資輸送の情報共有化等に寄

与する緊急支援物資輸送システムの開発を行う． 
水害の孤立者を救助するシミュレータは，2022 年度までに

開発した傷病者輸送シミュレータをベースにして，水害孤立

者の救助に対応できるものを開発する．水害は，地震と違い，

予兆を捉えて予警報の発令や避難誘導を初めとする被災回

避行動を促すことが可能である．しかし，予警報の発令や避

難誘導がされても，自宅にとどまったという回答が 7 割弱存

在 17）しており，予警報の発令や避難誘導等は必ずしも住民の

被災回避行動に結びついていない現状がある．実際，令和 2
年 7 月豪雨では，発災後約 8 時間以内に 313 件の 119 番通報

（救助要請）があり 18），水害救助の困難性を極めた．水害の

場合，洪水ハザードマップの有効性が確認されており，総降

水量が観測史上最大となったため氾濫した球磨川における

浸水想定と浸水箇所の比較においても，浸水被害を比較的正

確に予測 19）している．そこで，水害救助シミュレーションに

より，救助にどの程度時間を要するかを事前に把握すること

のできるシミュレータの開発を行う予定である． 
物の輸送では，支援物資輸送の情報共有化等に寄与する緊

急支援物資輸送システムの開発を行う．災害時の支援物資輸

送では，被災による物資拠点の不足や地方自治体の物流ノウ

ハウの欠如により，物資拠点に処理能力を超えた貨物が運ば

れる事態が生じて支援物資の輸送に支障をきたす課題があ

る．特に大規模災害発生時における被災者への物資支援につ

いては，国は，被災都道府県からの要請を受けて，被災都道

府県に対し物資を輸送・供給し，被災都道府県は，被災市町

村へ物資を輸送・供給し，被災市町村が，それらを避難所に

輸送し被災者に供給する体制となっている．そのため支援物

資の輸送には，国，被災都道府県，被災市町村の情報共有に
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も有利かどうか評価する等の検討を行うことで各技術モジ

ュールのブラッシュアップを図る．統合に必要な波浪統計デ

ータとして，当所で整備された GLOBUS20）を共通で用いる．

また技術モジュールとして，個々の重点課題で開発された実

運航性能シミュレータ VESTA21）や荷重構造解析システム

DLSA22）等のプログラムを利用する．加えて，デジタルツイ

ンの特徴の一つである対象物挙動のリアルタイム再現技術
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ロエミッション船等の次世代船を含む船舶の安全・安定運用

の実現を図る． 
 

4．まとめ 
本重点研究においては，ビッグデータの活用による輸送シ

ステムの高度化に焦点を当てた研究を進めていく予定であ

る．近年の輸送システムはデータ無くしては語ることのでき

ない重要なインフラの一つと言える．またデータのみでは新

たな価値を見いだすことは難しく，複数のデータを連係させ

るデータ融合，統合等を実施していくことで，個々の利用者

の多様なニーズに，よりきめ細やかに対応した情報提供サー

ビスの充実を図っていければと考えている． 
 

補注 

＊1 国が被災都道府県からの具体的な要請を待たず，避難

所避難者への支援を中心に必要不可欠と見込まれる物資を

調達し被災地に物資を緊急輸送する方法のこと． 
＊2 プッシュ型支援と対照的に支援物資のニーズ情報をし

っかりと捉え，ニーズに応じて被災地へ物資を供給する方法

のこと． 
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とってより良い規制の設計や，代替燃料船導入の道筋を探索

することが可能である． 
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3．1 ビッグデータと海運・造船に係る評価手法の開発 

ここでは，海運・造船関連におけるデータ融合とモデル化

とシステム設計，AI 等評価手法の実装を行う．AIS や船舶動

静データ，マーケット関連の海運，造船に関わるビッグデー

タを活用した，データ融合と評価手法の実装により，国・企

業・業界団体等におけるシナリオ分析や政策立案への活用を

目標としている．本項目におけるデータ活用のイメージを図

-7 に示す． 
これまでに，データ融合の手法に関連して，AIS 等に基づ

く船舶動静データと貿易統計等に基づく貨物流動データを

AI の手法等で融合する技術を作成した 7), 8)．貿易統計では精

度向上や国際輸送コストの推計手法の開発を行った 9), 10)．こ

れらの個々の手法に関して，AI 実装に向けた手法の改良を行

い，各種データの統合とビックデータの解析を可能とする基

盤構築を目指す．AI の手法は，この他にも AIS 等から将来の

海運市況 11), 12), 13)や船舶動静を予測する手法を作成している．

これらの手法の改善も進めることで，ビックデータの解析技

術の実用化も目指す．また，モデル化とシステム設計に関し

ては，2.2 節，2.3 節に示した通り，国際海運の GHG 削減の

動向や規制の評価手法としての有用性を示している．これら

のモデルとシステムは，今後，外部機関との連携やモデルの

精緻化を通じて，意思決定支援ツールとしての更なる発展を

行い，国・企業・業界団体等での活用を目指す． 
 

3．2 災害時輸送システムの評価・判断支援システムの開発 

ここでは，災害時の輸送に関する評価，判断支援システム

の開発を行う予定である．人の救助および物の輸送に焦点を

当て，人の救助では，水害の孤立者を救助するシミュレータ

の開発を，物の輸送では，支援物資輸送の情報共有化等に寄

与する緊急支援物資輸送システムの開発を行う． 
水害の孤立者を救助するシミュレータは，2022 年度までに

開発した傷病者輸送シミュレータをベースにして，水害孤立

者の救助に対応できるものを開発する．水害は，地震と違い，

予兆を捉えて予警報の発令や避難誘導を初めとする被災回

避行動を促すことが可能である．しかし，予警報の発令や避

難誘導がされても，自宅にとどまったという回答が 7 割弱存

在 17）しており，予警報の発令や避難誘導等は必ずしも住民の

被災回避行動に結びついていない現状がある．実際，令和 2
年 7 月豪雨では，発災後約 8 時間以内に 313 件の 119 番通報

（救助要請）があり 18），水害救助の困難性を極めた．水害の

場合，洪水ハザードマップの有効性が確認されており，総降

水量が観測史上最大となったため氾濫した球磨川における

浸水想定と浸水箇所の比較においても，浸水被害を比較的正

確に予測 19）している．そこで，水害救助シミュレーションに

より，救助にどの程度時間を要するかを事前に把握すること

のできるシミュレータの開発を行う予定である． 
物の輸送では，支援物資輸送の情報共有化等に寄与する緊

急支援物資輸送システムの開発を行う．災害時の支援物資輸

送では，被災による物資拠点の不足や地方自治体の物流ノウ

ハウの欠如により，物資拠点に処理能力を超えた貨物が運ば

れる事態が生じて支援物資の輸送に支障をきたす課題があ

る．特に大規模災害発生時における被災者への物資支援につ

いては，国は，被災都道府県からの要請を受けて，被災都道

府県に対し物資を輸送・供給し，被災都道府県は，被災市町

村へ物資を輸送・供給し，被災市町村が，それらを避難所に

輸送し被災者に供給する体制となっている．そのため支援物

資の輸送には，国，被災都道府県，被災市町村の情報共有に

 
図-6 代替燃料船導入シミュレータの結果例  

図-7 データ活用のイメージ 

 

加えて，輸送する物流事業者等との情報共有が必要不可欠と

なっている．そこで，2021 年度より，支援物資輸送における

課題の一つである関係者間のスムーズな情報共有のために，

緊急支援物資輸送システムの開発（図-8）に取り組んでいる．

現時点ではプッシュ型支援＊1 に対応したものになっている

が，プル型支援＊2へ対応する形でインターフェイス等を含め

た改良を実施していく．さらに実効性を高めるために緊急支

援物資輸送システムを活用した訓練等を定期的に実施して

いく予定である． 
 

 
3．3 デジタルツイン統合システムの研究開発 

本研究開発では，船体や主機等のデジタルツインのプログ

ラム等の技術モジュールを統合して利用できるよう，統合シ

ステムの構築を目指して研究を行う．デジタルツイン統合シ

ステムの概念図を図-9 に示す．システム統合化に向け，クラ

ウドシステム利用を念頭に置いたデータ連携を図る． 
中長期計画の前半では，主機特性，船体損傷リスク等を加

味した運航支援システムの構築に向けた検討を行う．波浪統

計データ及び波浪中周波数応答関数（RAO: Response 
Amplitude Operator）を軸としてデータ共有・統合化を図る．

例えば，実海域推奨航路での遭遇波浪に基づいて，燃料消費

量とエンジン負荷や船体疲労等との関係を調べて，推奨航路

がエンジンの安定稼働や船体疲労損傷防止の観点において

も有利かどうか評価する等の検討を行うことで各技術モジ

ュールのブラッシュアップを図る．統合に必要な波浪統計デ

ータとして，当所で整備された GLOBUS20）を共通で用いる．

また技術モジュールとして，個々の重点課題で開発された実

運航性能シミュレータ VESTA21）や荷重構造解析システム

DLSA22）等のプログラムを利用する．加えて，デジタルツイ

ンの特徴の一つである対象物挙動のリアルタイム再現技術

を活用する事例として，船体構造や主機など船舶システムの

統合異常診断システムの開発を図る． 
中長期計画の後半には，設計・建造の技術モジュールとの

統合化を検討する．最終目標として，船体，主機，運航，設

計，建造によるデジタルツイン統合システムの開発を目指

し，ゼロエミッション船等の次世代船を含む船舶の安全・安

定運用の実現を図る． 
 

4．まとめ 
本重点研究においては，ビッグデータの活用による輸送シ

ステムの高度化に焦点を当てた研究を進めていく予定であ

る．近年の輸送システムはデータ無くしては語ることのでき

ない重要なインフラの一つと言える．またデータのみでは新

たな価値を見いだすことは難しく，複数のデータを連係させ

るデータ融合，統合等を実施していくことで，個々の利用者

の多様なニーズに，よりきめ細やかに対応した情報提供サー

ビスの充実を図っていければと考えている． 
 

補注 

＊1 国が被災都道府県からの具体的な要請を待たず，避難

所避難者への支援を中心に必要不可欠と見込まれる物資を

調達し被災地に物資を緊急輸送する方法のこと． 
＊2 プッシュ型支援と対照的に支援物資のニーズ情報をし

っかりと捉え，ニーズに応じて被災地へ物資を供給する方法

のこと． 
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